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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

土地とともに取得した建物の取壊しに伴う補助金等の税務上の取扱いについて 

 

≪内容≫ 

関与先のＡ社は、今期に、他社から土地及び建物を一括購入しました。 

なお、今回の土地及び建物の取得は当初から建物を取り壊して土地を利用する目的であっため、建物

の帳簿価額及び建物の取壊費用については土地の取得価額に算入することとしています。また、この建

物の取壊しのための工事費用の一部については国から補助金の交付を受ける予定です。 

この場合、本件土地の取得価額に算入する建物の取壊費用は、当該取壊費用から補助金を控除した後

の残額、すなわちＡ社が実質的に負担する取壊費用相当額となるのでしょうか。 

『答』 

  Ａ社が実質的に負担することとなる、建物の取壊費用から本件補助金を控除した金額が、「事業の用に

供するために直接要した費用の額」に該当すると考えられますので、Ａ社が実質的に負担する取壊費用

相当額を本件土地の取得価額に算入することになります。 

 

（解説） 

１ 土地の取得価額に算入すべき金額について法人税法上明文の規定はありませんが、法人税基本通達

7－3－16の2《減価償却資産以外の固定資産の取得価額》において、「減価償却資産以外の固定資産

の取得価額については、別に定めるもののほか、令第54条《減価償却資産の取得価額》の規定及び

これに関する取扱いの例による。」とされています。 

このことから、購入によって取得する土地の取得価額は、法人税法施行令第54条第1項第1号に規

定する購入した減価償却資産の取得価額の取扱いに準じて、①当該土地の購入代価（購入のために要

した費用の額がある場合は、その費用の額を加算した金額）及び②当該土地を事業の用に供するため

に直接要した費用の額の合計額となるものと考えます。 

２ また、その取得後おおむね1年以内に当該建物等の取壊しに着手する等、当初からその建物等を取

り壊して土地を利用する目的であることが明らかであると認められるときは、当該建物等の取壊しの

時における帳簿価額及び取壊費用の合計額は、当該土地の取得価額に算入することとされています。 
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さらに、土地の取得価額に算入すべき建物の取壊しの時における帳簿価額及び取壊費用の合計額から

廃材等の処分によって得た金額がある場合は、当該金額を控除することが明らかにされています（法

基通7－3－6）。 

これは、建物の取壊しに伴って収入した金額がある場合には、その収入金額に相当する金額につい

ては、実質的に取壊費用の支出がなかったことになりますので、当該金額については、土地の取得価

額に算入すべき建物の取壊費用から控除することを認めたものと思われます。 

３ ご質問のケースのように、Ａ社が建物の取壊しに伴って受領する補助金の交付目的は詳細定かでは

ありませんが、一定の基準を満たす建築物の除却等をした場合に国等が助成を行うものというような

ものであれば、建物の取壊しに伴って生じた収入であると捉えられます。 

したがいまして、Ａ社が実質的に負担することとなる、建物の取壊費用から本件補助金等を控除し

た金額が、本件土地の取得価額に算入すべき、本件土地を「事業の用に供するために直接要した費用

の額」に該当すると考えられます。 
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